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研究成果の概要（和文）： 

 

本研究は中国の都市部の社区（コミュニティ）に焦点を当て、「第三領域」の視点から社区居

民委員会の役割を分析し、基層社会の支配構造の変容を明らかにした。政府主導の「社区建設」

の推進によって、政府による管理的機能が基層社会に浸透し、社区居民委員会が「政府の足」

になってしまう問題点を抱える一方、社区居民委員会の主導の下で、住民による秩序と環境を

維持する自助努力も見られるようになった。つまり、中国都市部の基層社会において、国家と

社会の協働によって中国的公共性が形成されつつあると言えよう。 

 
研究成果の概要（英文）： 

This research focused on the community of the urban areas in China, analyzing the role 

of the community residential committees from the viewpoint of "third realm", and 

clarifying the change of the rule structure of basis society. The controlling function by the 

government was made to permeate basis society by promoting of "community construction" 

led by the government. At the same time, the community residential committee became "a 

governmental leg", and the self-help, which maintains the order and environment by 

residents under initiative of the community residential committee, also came to be seen. In 

the basis society of the urban areas in China, the Chinese publicness by the collaboration of 

state and society is in the making. 
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１．研究開始当初の背景 

（1）市場経済化の進展に伴って、中国の社
会構造が大きく変動し、上からの強い統制を

特徴とした「単位」社会が大きく後退した。
それに伴い、国家は「単位社会」に代わる統
治方式を模索し、都市部において「社区」建
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設を大いに推進してきた。一方、市場経済化
の流れの中で人々の権利意識が成長し、「社
区」において「業主委員会」（所有者管理組
合）などの住民の自治組織も誕生し始めた。
このように、国家権力による一元的な支配構
造が後退し、社会という空間が次第に拡大さ
れ、国家と社会の関係の再編が余儀なくされ
てきた。中国の基層社会における国家と社会
の再構築をめぐる課題の解明が喫緊の研究
課題である。 

 

（2）農村の村民自治について多くの研究蓄
積がなされてきたのとは対照的に、都市部の
住民自治についての研究はまだ少ない。しか
も、従来、一つの地域に限定した社区居民委
員会の実証研究はなされてきたが、異なる地
域の比較研究や、学際的な総合研究は行われ
ていない。本研究課題は、社区居民委員会の
住民自治の諸類型を異なる地域において比
較検討し、中国の地方自治の特徴を社会学的、
政治学的、社会史的視点から総合的に分析す
るところに学術的な特色と独創的な点があ
る。  

 

２．研究の目的 

本研究は中国都市部の「社区」（コミュニ
ティ）に焦点を当て、国家と社会の関係の再
編過程における「社区居民委員会」の実態調
査を通じて、都市部における住民自治のあり
方と、それが中国社会の支配構造にもたらす
影響を社会学と政治学のアプローチから実
証的に分析するものである。さらに、国家と
社会の間にある「第三領域」の視点から住民
自治の可能性を歴史的文脈の中で捉え直し、
現代中国の都市基層社会の変化をより包括
的、総合的に分析し、社会変容の方向性を展
望しようと試みる。 

（1）地域的特性と居民委員会の発展の多様
性を比較検討する。 

（2）「社区」における居民委員会の位相を考
察する。 

（3）「社区」のアイデンティティ創出と居民
委員会の役割を明らかにする。 

（4）上記諸点の総合的結果に基づいて、中
国の地方自治の改革の方向性を探求し、草の
根の実相から「社区」建設の方向性とそれに
伴う中国の社会構造の変化の行方を解明す
る。 

 

３．研究の方法 

（1）中国の地域特性と全国的特性を把握す
るために、沿海部と内陸部、北方と南方とい
う区分に従った調査地を選定した。 
（2）ここ数年各地における社区建設の模索
によって、主として「上海モデル」、「瀋陽モ
デル」、「青島モデル」と「江漢モデル」（武
漢市）という 4つの代表的なモデルが形成さ

れた。本調査はこれらのモデル地域を選定し
た。また、従来調査した北京市、南京市の追
跡調査も同時に行った。 
（3）上記の選定基準に基づいて抽出した北
京市、瀋陽市、煙台市、青島市、上海市、無
錫市、南京市、武漢市、西安市、昆明市、大
理洲、深圳市において、各調査地の民政局、
及び有意に抽出した社区居民委員会の主任
や党書記に対するインタビュー調査を行っ
た。 
（4）北京市、瀋陽市、煙台市、青島市、上
海市、無錫市、南京市、武漢市、西安市、昆
明市、大理洲、深圳市で資料調査を実施した。 
 
４．研究成果 
 本研究では、以上の研究目的と研究の方法
を踏まえて、以下の諸点を明らかにした。 
（1）「第三領域」の研究視点の有効性 
国家と社会の間にある「第三領域」という

視座は、「国家」と「社会」との間の緊張を
認識しつつ、「国家 VS 社会」＝「官治 VS 民
治」のような二元対立とは異なった「国家・
第三領域・社会」、或いは、「官・紳・民」と
いう中国社会の特質を浮き彫りにしている。
このような特質は、「社会」を「国家」と対
置させる枠組みだけではとらえられないも
のである。都市社区における国家と社会関係
の再調整と再構築は「単位」制の崩壊後に行
われたので、さらに社区建設の推進過程にお
いて社区の中で現れた多元的な主体は国家
と社会の関係をさらに複雑化させたため、
「第三領域」の視点はポスト「単位」制の社
区における権力構造を分析するための有効
な視座である。 
 

（2）「社区」における多元的アクターの形成 
「単位」制度の解体と住宅制度改革に伴い、

都市部の基層社会の管理モデルには大きな
変化が起こった。一方で住宅の商品化と個人
所有の普及により、住宅の管理方式が従来の
「単位」、行政主管部門の行政管理方式から
市場契約型の不動産管理方式へ転換すると
同時に、業主委員会、管理会社が相次いで基
層社会における重要な社会組織となった。も
う一方で、1990 年代後半以降、政府が社区建
設を強力に推し進め、「単位」制度の下で周
縁化されていた社区居民委員会の機能が強
化された。現在の都市社区の中では、社区居
民委員会、業主委員会と管理会社等から成る
多元的アクターが形成され始めている。 
 

（3）基層社会に対する行政統治のあり方の
変容 
政府が推進した社区建設は「単位」制度解

体以後次第に弱体化した国家権力を新たに
基層社会に浸透させ、社会の統合を実現する
ためだったが、政府の基層社会に対する管理



 

 

方式は「単位」制度全盛期の統治方式とは完
全に異なったものになっている。直接統治か
ら間接管理へと転換したのである。つまり、
従来は国家権力を基層社会に浸透させるこ
とによって基層社会を直接統治したが、現在
では基層社会に一定の自主権を与えた上で
国家の政策を実施し、基層社会に対して行政
指導を行っている。居務、政務等の社区の事
務をどのように実施するかについては、社区
成員代表大会が意思決定を行い、共通認識を
形成した上で社区居民委員会の主導の下で
実施する。これは過去の単方向の行政命令に
よる統治方式と一線を画している。 
 

（4）政府主導の社区建設と社会管理の関係 
社区建設は、都市社会における生活基盤を

提供してきた「単位」制の機能不全が明らか
となるにつれて、その関心が高まった。この
社区建設の目的の一つとして、地域住民への
公共サービスを提供する機能を向上させる
ことによって、新たな公共空間を創出するこ
とがある。しかし、この社区建設は、都市の
コミュニティを再建することにその目的が
あるが、近年の傾向の一つとして社会管理の
側面に力点が置かれていることがあげられ
る。すなわち、近年の社区建設の強化の過程
において、その重点が党・国家の組織の強化
に置かれ、住民自治の要素が後退している傾
向がみられることである。市場経済化を契機
として再編が進められる都市の社区建設は、
党・国家による管理的権限を基層社会に浸透
させる一つの手段となり、住民自治との間の
矛盾を拡大させる可能性を高めている。 
 

（5）社区居民委員会と社区工作ステーショ
ンの関係 
 社区建設の進展に伴い、政府の管理の重心
が下へと移動し、大量の行政事務が社区へ降
ろされ、結果として社区居民委員会が「政府
の足」となり政府の大量の職能を担うことに
なった。居民委員会が各種の行政事務に忙殺
され、その自治機能が十分に発揮されないと
いう問題がとくに深刻である。社区の行政化
傾向を解決するため、居民委員会を煩雑な政
務的業務から開放し住民自治関連の業務に
専念できるように、深圳や北京では社区工作
ステーションを設立し、そこが政府委託の業
務を専門に行う方式がつくられ、全国各地で
もこのやり方に倣うところが続出している。 
 しかし、もし社区居民委員会が従来担って
いた全ての行政機能を完全に社区工作ステ
ーションに移管するならば、行政機関が１レ
ベル増えることになり、政府の権力が直接社
区へ降りてくることになり政府の管理機能
が強化される。その一方で社区居民委員会の
周縁化が進み社区の自治の推進には不利に
はたらく。例えば、われわれが調査した南方

のある都市では、社区工作ステーションがす
べての行政機能を負い、政府からの資金も社
区居民委員会ではなく、社区工作ステーショ
ンに行くので、結果として従来社区居民委員
会がやっていた仕事はすべて社区工作ステ
ーションが担うことになり、社区居民委員会
は名前だけ残り、資金や権限もなく、住民自
治に関する仕事でさえ展開することができ
なくなり、形骸化してしまったのである。 
以上のような問題を回避するために、北京

市や武漢市は、居民委員会が、工作ステーシ
ョンへの直接の指導権を保持する方策を打
ち出した。例えば武漢市の場合は、居民委員
会に次の五つの権力（権限）を与えている。
それらは、社区公共サービスセンターの専門
職員の人事提案権と監督権、政府から下され
た全体的なかつ緊急の仕事に対して、社区居
民委員会の主導で各方面の調整を行う権限、
生活困難な住民への救済制度適用の際の第
一段階の資格審査権（最低生活保障、各種救
済金、大病医療救済など）、社区公共服務セ
ンターの経費使用の監督権（支出に際して社
区居民委員会主任のサインが必要）である。 
 

（6）「第三領域」としての社区居民委員会の
役割 
社区居民委員会は住民の自治組織である。

社区居民委員会の主任は民主的選挙で選ば
れ、社区居民委員会は住民の利益を代表しそ
れを擁護するものである。その一方、社区居
民委員会は基層政権組織である街道弁事処
の指導を受け、また上級の指示による行政的
業務を必ず行わなければならない。ゆえに、
社区居民委員会は国家と社会の双方からの
影響を受け、国家と社会が相互に作用して公
共活動を行う場所である。改革後推進された
社区建設は「二級政府（市・区）、三級管理
（市・区・街道）」体制の下で、区政府の出
先機関としての街道弁事処の住民管理機能
を強化し、同時に自治組織としての社区居民
委員会の機能を拡充し、それによって都市管
理を強化し住民サービスの質を向上させた。
ところが政府推進の下での社区建設は国家
権力を絶えず社区の中へ浸透させ、一部の社
区では国家権力の「内巻化」さえ起こった。
「内巻化」からいかに抜け出し、社区居民委
員会の主体的役割を発揮するかが社区の自
治建設の要になる。社区居民委員会が社区内
の社会組織、民間団体、企業等と協力してこ
そ、その主体的役割を発揮することができ、
国家権力の「内巻化」から逃れ、住民の自己
管理、自己教育、自己サービスを実現するこ
とができるのである。 
 

（7）国家と社会との協働の可能性 
社区居民委員会は、「住民が自ら管理を行

い、自ら教育を行い、自らサービスを提供す



 

 

る基層的自治組織」と法的に位置づけられて
いるにもかかわらず、現実において、政府の
派出機関より煩雑な行政業務を大量に押し
付けられていると同時に、政府の視察と審査
を受けなければならないため、組織の行政色
がきわめて強い。このような問題点に対して、
従来の「国家―社会」二元論では、国家の介
入を排除し社会の自立を唱えることになる
だろう。しかし、中国は現在、市場経済の深
化によって社会的格差問題が深刻化し、「弱
勢群体」が大きく増加したなかで、十分な社
会福祉を提供できていない「弱い」国家と弱
い社会では、もはやこのような現状に対応で
きない。したがって、国家と社会の二項対立
よりも、両者が緊張を保ちつつ協働して、行
政による公共サービスの充実と住民の自助
自立を推し進めることによって、社会保障体
制を整えることが急務である。 
 

（8）中国的公共性の形成と自治の可能性 
 住宅改革によって公有住宅の個人への売
却や個人向け集合住宅の販売を進めた結果、
私有財産の保有が人々の私有意識を高め、こ
うした「私」の意識は権利意識を強めると同
時に、社区における公共性の発展を促進する
ことにもなった。社区のなかの治安や、環境
衛生維持などの公共の問題は私有意識の増
大により、共同の関心となったのである。も
ちろん、人々は市場でサービスを調達するこ
とによって、共同の関心である治安、環境等
の問題の解決を図ることもできるが、実際の
ところ、多くの社区では、居民委員会の主導
の下でボランティア活動を通じて住民たち
自身で秩序と環境を維持している。例えば、
居民委員会の主導の下で、住民による犬の飼
い方、駐車場の設置、共有スペースの私的占
用の制限、勝手な建て増しの制限、緑化のあ
り方、飲食店など商業的使用に伴う騒音・臭
気問題対策や使用そのものの制限などのル
ールや社会空間の利用の秩序が作られてい
る。また、居民委員会が組織した各種の活動
（たとえば、ボランティア活動、近隣交流交
歓活動等）や、住民たちが自発的に組織した
各種の舞踊チーム、歌唱団などの活動は、社
区における公共性の形成に寄与していると
同時に、人々の社区に対するアイデンティテ
ィを強め、「支援」と「協働」的性格を体現
した。社区のなかには豊富な公共性を形成す
るための資源を持っているのである。 
また、武漢の一部の社区では、住民によっ

て「自助物業（自助的な不動産管理）」が行
われている。以前その住宅を「単位」が分配
したことにより、維持管理も「単位」が行っ
ていたが、住宅の個人売却により「単位」に
よる維持管理が不可能になった。日常生活に
不便が生じ、その解決に利害を共にする住民
が動いたのである。具体的には、清掃、電球

交換、水漏れ対策、道路の舗装、公共スペー
スの私的占有の解決などがなされている。 
 つまり、一部の社区では、一種の公共秩序
を作り出しているのである。 
 
（9）地域的多様性 
 経済発展の地域間格差や文化的・社会的慣
習の違いにより、地域によって居民委員会の
役割や住民自治のあり方が異なっている。瀋
陽のような古い工業基地では、国有企業改革
に伴って大量の「下崗」（レイオフ）従業員
が発生したため、社区居民委員会の主な仕事
は老人、子供、身体障害者、貧困家庭等に向
けた救済・福祉サービス、レイオフになった
労働者や失業者への再就業斡旋サービスな
どの社会的弱者の救済業務を行うことであ
る。上海などの経済発達地域では、街道は豊
富な財源を駆使して、地域住民に生活の利便
性を高めるための公的サービスを提供して
いる。いわばサービス型政府への転換という
動きが見られる。南京では、社区党書記は若
手の幹部を任用することで、各社区において
優秀な幹部による創意工夫が見られ、いわば
国家と社会との協働の可能性が潜んでいる。
また、武漢では、キーパーソンの居民委員会
主任の創意工夫により、住民自治の動きが見
え始めた。一方、西安や昆明などの遅れた地
域では、沿海地域と比べて、社区建設が立ち
遅れており、また薬物依存症の住民の矯正な
ど地域固有の問題を解決する業務を抱えて
いる。 
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